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平成２５年１月２８日制定

平成２５年４月 １日施行

増圧装置の設置を猶予する特例に関する基準

（通称：増圧猶予特例基準）

１ 目的

この基準は、小規模貯水槽等における衛生問題の解消、省エネルギーの推進などを図り、

需要者への給水サービス向上に寄与することを目的に、４階建て又は５階建て建築物に限り、

直結増圧式給水設計施行基準（平成１４年１２月６日制定）第１２項に規定する直結給水用

増圧装置（以下「増圧装置」という。）の設置を猶予する特例に関して必要な事項を定める

ものとする。

２ 定義

特例直結直圧式給水とは、直結直圧式給水での給水が認められていない４階建て又は５階

建ての建築物において、配水管の水圧で末端の給水栓まで直結直圧式給水が可能な場合には、

給水に支障がない間に限り、特例として増圧装置の設置を猶予し、建築物内の全てを直結直

圧式とする給水をいう。

３ 適用要件

特例直結直圧式給水の適用要件は、次のとおりとする。

(1) 対象区域は、給水区域内のうち、次の条件をすべて満たす区域とする。

ア 給水引込管を取り出す配水管は、建築物の必要とする給水量を十分保有しており、申

請地周辺の管網状況や配水量の時期的な変動を考慮した場合においても、申請地周辺を

含め給水に支障がないと判断されること。

イ 配水管から給水引込管を分岐する箇所において、４階建て建築物の場合は最小動水圧

が０．２５ＭＰａ以上、５階建て建築物の場合は０．３０ＭＰａ以上確保できること。

(2) 対象建築物は、次の条件をすべて満たす建物とする。ただし、特別に鹿児島市水道事業

及び公共下水道事業管理者（以下「管理者」という。）が認めた場合はこの限りではない。

ア 瞬時最大給水量が５３０ℓ／min以下であること。

イ 給水管口径が７５ｍｍ以下であること。

ウ メーター口径７５ｍｍ以下であること。

(3) 適用除外とする建築物

給水装置工事施行基準（以下「施行基準」という。）で、受水槽式給水とすることが必

要とされている次に掲げる建築物は、対象外とする。

ア 病院など、災害又は事故等による水道の断水時にも給水の確保が必要なもの

イ 一時的に多量の水を必要とするもの又は使用水量の変動が大きいものなど配水管の水

圧低下を引き起こすおそれのあるもの

ウ 配水管の水圧の変動にかかわらず、常時一定の水量及び水圧を必要とするもの
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エ 有毒薬品を使用する工場など、逆流によって配水管の水を汚染するおそれのあるもの

オ その他、特例直結直圧式による給水が困難なもの

４ 給水方式の併用

特例直結直圧式給水と直結増圧式給水又は受水槽式給水との併用は認めない。

５ 既設の受水槽式給水からの改造

受水槽を撤去し、既設配管等をそのまま給水装置として使用する場合は、次に掲げる事項

が給水装置としての基準を満たすものであること。

ア 水圧試験（０．７５ＭＰａ）を行い漏水のないもので、特例直結直圧式給水に対応で

きるものであること。

イ 水質検査を行い水道法（昭和３２年法律第１７７号）に基づく水質基準に適合してい

ること。

ウ 配管等の口径、材質が給水装置の構造、材質基準に適合していること。

エ 給水引込管、メーター口径が水理計算を満たすものであること。

６ 事前協議等

(1) 事前協議

特例直結直圧式給水による給水を受けようとする者（以下「申込者」という。）は、給

水装置工事の申請に先立ち、指定給水装置工事事業者（以下「指定給水工事業者」という。

）を通じて、特例直結直圧式給水事前協議書（様式第１号）を管理者に提出し、事前協議

を行わなければならない。

また、指定給水工事業者は、特例直結直圧式給水事前協議書に定める事項について、事

前調査及び現地調査を十分に行うものとする。

(2) 事前協議結果の回答

管理者は、前号の事前協議の結果を特例直結直圧式給水事前協議回答書（様式第２号）

により、申込者に回答するものとする。

７ 給水装置工事の申込み

申込者は、前項の事前協議の結果、特例直結直圧式による給水が可能とされた建物に係る

給水装置工事の申込みを行うときは、指定給水工事業者を通じ、給水装置工事申請・設計書

兼受水槽以下設備工事届出書（鹿児島市給水条例施行規程（昭和５３年水道局規程第１４号。

以下「規程」という。）に定める様式第１号）に特例直結直圧式給水に関する誓約書（様式

第３号）を添付し、管理者に提出するものとする。

８ 設計

(1) 配水管からの分岐

ア 分岐可能な配水管の口径は、原則として５０ｍｍ以上３００ｍｍまでとする。

イ 分岐できる給水引込管の口径は、分岐可能な口径（表－１）のとおりとする。ただし、
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配水管の管網が整備されていない箇所や、中高層の建物が集中している箇所については、

別途その都度関係課と協議するものとする。

表－１ 分岐可能な口径

配水管口径 分岐できる給水引込管の口径

５０ｍｍ ４０ｍｍ以下

７５ｍｍ ５０ｍｍ以下

１００ｍｍ以上

３００ｍｍ以下

７５ｍｍ以下

ウ 同一敷地への引込管は原則として１か所とする。ただし、建物が独立しているものに

ついては、各建物に引き込むことができるものとする。

(2) 水理計算

設計水圧は次のとおりとする。

建築物の階数 設計水圧

４階建て ０．２５ＭＰa

５階建て ０．３０ＭＰa

(3) メーターの設置

ア メーター口径は、同時（瞬時最大）使用水量等を考慮し、施行基準に規定する水道メ

ーター口径決定表に基づき、適正なものを選定する。

イ 基本となるメーター（以下「基本メーター」という。）の設置位置については、配水

管の分岐箇所に最も近接した敷地部分（屋外）で、検針及び取替作業が容易であり、か

つ、損傷、凍結等のおそれがない場所とする。

ウ 規程第２７条第１項の規定の適用を受けようとするときの各戸のメーター設置につい

ては、「各戸検針及び各戸徴収に伴う共同住宅等の各戸メーター等設置基準（平成２３

年３月２３日制定、以下「各戸メーター等設置基準」という。）」によるものとする。

エ 所有者の負担となる水道メーターを設置する場合においても、原則として各戸メータ

ー等設置基準によって設置するものとする。

(4) メーターバイパスユニット

基本メーター取替え時の断水による影響を回避するため、原則としてメーターバイパス

ユニットを設置するものとする。ただし、専用住宅や小規模な事務所ビルなど、断水によ

る影響が少ないものについてはこの限りではない。

ア メーターバイパスユニットは、管理者が承認した製品とする。

イ メーターバイパスユニット直近流入側には、止水栓又は仕切弁を設置すること。

(5) 吸排気弁

立上がり管の末端に吸排気弁を設置すること。

(6) 直圧用給水栓

将来、増圧装置を設置する場合は、増圧装置の故障時又は停電時の断水に備え、増圧系

統以外に直圧用給水栓を設置すること。

(7) 増圧装置の設置スペースの確保

当該建物の階数、使用水量、配水管の水圧その他の事情により給水上の支障が生じた場
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合又はおそれがある場合は、増圧装置を設置しなければならないので、あらかじめそのス

ペースを確保すること。

【参考寸法】                    単位：ｍｍ

口径 横 幅（Ｂ） 奥 行（Ｌ） 高 さ（Ｈ）

２５ 1,200   900 1,600

４０ 1,300 1,000 1,700

５０ 1,300 1,000 1,700

７５ 1,800 1,100 1,800

図式記号 図面に使用する表示記号は次のとおりとする。

増圧装置の設置計画スペース

表
示
記
号

※点線

表示例 増圧装置を設置する場合のために確保した計画スペースを平面図に記載する。

(8) 太陽熱利用温水器

太陽熱利用温水器を給水装置に直結して使用する場合の最高水栓等は、最上階の屋上ま

でとする。ただし、その給水管の分岐箇所に逆流防止装置を設置するものとする。

(9) 屋上散水栓

最上階の屋上に散水栓（屋上での水撒きに使用するものに限る。以下同じ。）を設置す

る場合は、散水栓に単独で直結する給水管の分岐箇所以降で、維持管理ができる所に逆流

防止装置を設置するものとする。

付 則（平成２５年１月２８日制定）

この基準は、平成２５年４月１日から施行する。

増圧装置の設置計画スペース

Ｂ×Ｌ×Ｈ＝1,300×1,000×1,700


